
「再生可能エネルギーの産業化を目指すアクションプラン（九州モデル）」の改定について

地熱・地中熱 プロジェクト組成件数 ５００件

海 洋

実証事業数 洋上風力 / 潮流 / 海流
４件 /  ８件 / ２件

商用ファーム ８件
導入発電量 2.5GW

水 素
水素利活用プロジェクト ４０件
商用水素ステーション ９０箇所

地熱・温泉熱関連技術の向上
・ バイナリー発電 メンテナンス体制の確立
・ 湯けむり発電 国内外での組成
・ 地中熱利用 適地マップの作成
国内及び海外への展開
ＪＩＣＡ事業等活用

産業化モデル構築
再エネ等の地域資源を活用した水素製造の利活拡大
域内企業の参入促進
人材育成支援、研究開発支援、 マッチング支援

ネットワークの形成
海洋エネルギー人材育成機関の活用
商用化ﾌｨｰﾙﾄﾞの形成
離島内、離島と本土間、送電インフラ、港湾施設、
蓄エネ（大型蓄電池、水素製造）等の整備

地熱・地中熱

取
組
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制

九州地域戦略会議

再エネ産業化推進委員会

（委員長）安浦九州大学名誉教授
（委 員）大学３、自治体７、団体５、企業５
（事務局）九経連、長崎県

(5年間の取組検証及び情勢変化)

２０１２年 再エネ産業化検討委員会設置

２０１５年 アクションプラン策定
（地熱・地中熱E、海洋E、水素E)

アクションプラン取組、進捗管理等産学官

2020年 「アクションプラン」の改定

1. ネットワークの形成（委員会、実務者会議等）
2. 展示会への出展、セミナー開催等のイベント
3. 産学官連携による人材育成
4. メンテナンス、技術力向上
5. 規制緩和、国の予算・補助金確保等
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産学官一体の取組み産学官一体の取組み

（ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ）佐々木九州大学副学長
（委員）自治体１１、団体１、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ4
（事務局）福岡県

（座長）池上佐賀大学教授
（委員）大学３、自治体５、企業２、団体２、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ１
（事務局）長崎県

（座長）糸井九州大学名誉教授
（委員）自治体７、企業５、ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ１２
（事務局）大分県

地熱・地中熱E実務者会議

水素E実務者会議

海洋E実務者会議
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2021年度予算 ： 再エネ産業化推進委員会の活動費用 ５０万円／年1



地産地消型再エネ水素エネルギーマネジメントシステムの導入
（トヨタ自動車九州・九電テクノシステムズ・豊田通商・福岡県）

グリーンポートエネルギーひびきエネルギ
事業（北九州市）

主な取組事例

地域住民による地熱発電所及び温排水の農業利用
（合同会社わいた会）

地熱を利用した次世代農業ハウスでパプリ
カ等の栽培（愛彩ファーム九重）

五島市沖における再エネ海域利用法
に基づく促進区域の指定（長崎県）

苛性ソーダ由来の未
利用水素を活用した
地産地消・地域間連
携モデルの構築
((株)トクヤマ)

地元企業による水素ス
テーション整備の促進
（ かごしま水素ステー
ション（南国殖産(株)） ）

♨

H2

♨

♨

H2

H2

（イメージ）

えびの地域における新規地
熱開発
(計画発電容量：4,800kW)
（アストマックえびの地熱(株)）

長崎海洋アカデミー
(長崎海洋産業クラスター推進協議会)

佐賀平野の地中熱ポテンシャルマップ
の作成（佐賀県）

♨
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ロードマップ（イメージ）

③規制緩和・規格化

④技術向上

⑦インフラ整備・人材育成

⑧地場企業参入

⑥予算確保

⑨企業誘致

・補助金
・国の支援
・プロジェクト組成

⑩海外展開

・ビジネスマッチング
・クラスター形成と連携
・ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ構築

・産業化モデル構築
・パッケージ化

（海洋）
・送電ｹｰﾌﾞﾙ、変電所等のインフラ整備
・人材確保、技術者の育成支援
（水素）
・水素ステーション整備
・人材確保
・産学官連携

②ﾈｯﾄﾜｰｸ形成

・実務者会議における情報共有
（海洋）
・海洋クラスター協議会設置・連系
（水素）
・工業技術センター、
産業支援機関との連携

・国への要望
（海洋）
・海域利用ルール化
・環境ｱｾｽﾒﾝﾄの簡素化

推進力

①①初期需要形成

ステージ

⑤産業化モデル構築

産業集積

実証から商用へ

低コスト化リスク低減

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ確保
セットメーカ誘致

（地熱）
・差別化技術開発
・スケール対策
・モニタリング

再エネ関連産業拠点化形成への重要取組項目（２０１５～２０３０年）

・理解促進
（海洋）
・実証ﾌｨｰﾙﾄﾞの活用
（水素）
・FCVの市場創出・普及拠点形成
・水素ｽﾃｰｼｮﾝ整備
・燃料電池の普及拡大
・社会受容性の拡大

（地熱）
・既存産業との連携
・熱の多段階利用促進
（水素）
・地産地消モデル構築
・他産業との連携
・水素調達源多様性確保
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